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株式会社コモ 

連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」及び「連結注記表」並びに計算書類

の「株主資本等変動計算書」及び「個別注記表」につきましては、法令及び当社定款

第 16 条の定めに基づき、当社ウェブサイト（http://www.como.co.jp/）に掲載すること

により、株主の皆様に提供しております。 



（単位：千円）

2018年４月１日 期首残高

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当

親会社株主に帰属する
当期純利益

2019年３月31日 期末残高

2018年４月１日 期首残高

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当

親会社株主に帰属する
当期純利益

2019年３月31日 期末残高

129,731 129,731

連結会計年度中の変動額合計

3,300,462

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額(純額)

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計

その他有価証券
評 価 差 額 金

土地再評価差額金

△ 7,291

154,055154,055

△ 24,323 △ 24,323

222,000

134,400

連結株主資本等変動計算書
2018年 ４ 月 １ 日 から
2019年 ３ 月 31 日 まで

△ 7,291

931

△ 7,291

△ 7,291 122,440

△ 1,932,656 △ 1,939,016 1,361,445

△ 24,323

154,055

△ 6,360

△ 1,932,656 △ 1,931,725 1,239,005

△ 7,291

純資産合計
その他の包括利益
累 計 額 合 計

その他の包括利益累計額

134,400 3,249,825 △ 305,763

資 本 金

222,000 △ 305,763

株主資本

資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

3,170,7303,120,093
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連 結 注 記 表 

１.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

子会社は、全て連結しております。

連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 コモサポート株式会社

(2) 持分法の適用に関する事項

非連結子会社及び関連会社はありませんので、該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と同一であります。

(4) 会計方針に関する事項

①重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

その他有価証券 

時価のあるもの ･･････････････ 連結決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

時価のないもの ･･････････････ 移動平均法による原価法 

たな卸資産 

商品・製品・原材料・仕掛品 ････ 総平均法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定） 

貯蔵品 ････････････････････････ 終仕入原価法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定） 

②重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産及び賃貸用不動産 ････ 定率法 

（ただし、2016 年４月１日以後に取得した建物附属設

備及び構築物については定額法） 

（リース資産を除く） 主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建    物  ８～50 年 

機械及び装置 ０～10 年 

無形固定資産 

（リース資産を除く）

ソフトウェア ･･････････････････ 社内利用ソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法 

その他の無形固定資産 ･･････････ 定額法 

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産 ･･････････ リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

を採用しております。 

長期前払費用 ････････････････････ 定額法 

③重要な引当金の計上基準

貸倒引当金 ･･････････････････････ 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。 

賞与引当金 ･･････････････････････ 従業員の賞与の支払に備えるため、当連結会計年度に

帰属する支給見込額を計上しております。 
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役員退職慰労引当金 ･･････････････ 役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく

当連結会計年度末要支給額を計上しております。 

④その他連結計算書類の作成のための重要な事項

退職給付に係る負債の計上基準･････ 当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職

給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支

給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用

しております。 

消費税等の会計処理･･･････････････ 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって

おり、控除対象外消費税及び地方消費税は、当連結会

計年度の費用として処理しております。 

⑤表示方法

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

２.表示方法の変更に関する注記

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用） 

 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第 28 号 平成 30 年２月 16 日）を当連結

会計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。 

３.連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

建物及び構築物 

機械装置及び運搬具 

土地 

投資その他の資産のその他 

(賃貸用不動産) 

合計 

483,617 千円 

0 千円 

1,138,554 千円 

169,908 千円 

1,792,080 千円 

上記担保に係る債務 

短期借入金 

１年内返済予定の長期借入金 

長期借入金 

合計 

1,100,000 千円 

213,328 千円 

266,672 千円 

1,580,000 千円 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額

投資その他の資産のその他(賃貸用不動産)の減価償却累計額

5,514,454 千円 

36,564 千円 

(3)

 

 

 

土地の再評価

 土地の再評価に関する法律(平成 10 年３月 31 日公布法律第 34 号)に基づき、事業用の土地の再

評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。 

再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令(平成 10 年３月 31 日公布政令第 119 号)第２条第４号に定め

る当該事業用土地について地価税法第 16 条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土

地の価額を算定するために、国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価格に合理的な調

整を行って計算する方法によっております。 

再評価を行った年月日…平成 14 年３月 31 日 

再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 

 …△463,804 千円 
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普 通 株 式 3,630,000 株 

(2) 剰余金の配当に関する事項

①配当金支払額等

2018 年６月 28 日開催の第 34 回定時株主総会決議による配当に関する事項

 配 当 の 総 額 

１ 株 当 た り 配 当 額 

基 準 日

効 力 発 生 日 

24,323 千円 

7.00 円 

2018 年３月 31 日 

2018 年６月 29 日 

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度になるもの

2019 年６月 27 日開催の第 35 回定時株主総会において次のとおり付議いたします。

配 当 の 総 額 

配 当 の 原 資 

１ 株 当 た り 配 当 額 

基 準 日

効 力 発 生 日 

24,323 千円 

利益剰余金 

7.00 円 

2019 年３月 31 日 

2019 年６月 28 日 

５．金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を調達し

ております。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、短期的な運転資金を銀行借入

により調達しております。

②金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。 

投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されて

おります。 

営業債務である買掛金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。 

  借入金、社債及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に短期的な運転資金、設

備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は 長で決算日後８年であります。この

うち一部は、金利の変動リスクに晒されております。 

③金融商品に係るリスク管理体制

1．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、販売業務規程に従い、営業債権について、財務経理部が全ての取引先の状況を定期

的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等

による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

2．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

当社は、投資有価証券について、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握

しております。 

3．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、

手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。 

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異な

る前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

2019 年 3 月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。

（（注）2.参照）

連結貸借対照表計上額 

（千円） 

時 価 

（千円） 

差 額 

（千円） 

(1)現 金 及 び 預 金 661,667 661,667 － 

(2)受取手形及び売掛金 870,436 

(3)電 子 記 録 債 権 66,540 

貸倒引当金（※) △162

936,815 936,815 － 

(4)投 資 有 価 証 券 40,239 40,239 － 

資    産    計 1,638,722 1,638,722 － 

(1)買 掛 金 496,172 496,172 － 

(2)短 期 借 入 金 1,250,000 1,250,000 － 

(3)未 払 金 287,357 287,357 － 

(4)社 債 100,000 100,338 338 

(5)長 期 借 入 金 630,000 619,412 △10,587

(6)リ ー ス 債 務 241,801 248,632 6,830

負 債 計 3,005,331 3,001,912 △3,418

(※)受取手形及び売掛金、電子記録債権に対する貸倒引当金を控除しております。 

(注)1. 金融商品の時価の算定方法 

 資 産 

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金、（3）電子記録債権

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額によっております。 

(4)投資有価証券

この時価については、取引所の価格によっております。

負 債 

(1)買掛金、(2)短期借入金、(3)未払金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額によっております。 

(4)社債

この時価については、市場価格のないものであり、元利金の合計額を当該社債の残存期間及

び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

(5)長期借入金、(6)リース債務

これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入又はリース取引を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区 分 
連結貸借対照表計上額

（千円） 

非 上 場 株 式 110,000 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

「（4）投資有価証券」には含めておりません。 

3. 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

１年以内 

（千円） 

１年超 

５年以内 

（千円） 

５年超 

10 年以内 

（千円） 

10 年超 

（千円） 

現 金 及 び 預 金 661,667 － － － 

受取手形及び売掛金 870,436 － － － 

電 子 記 録 債 権 66,540 － － － 

合 計 1,598,645 － － － 
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4. 社債、長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

１年以内 

（千円） 

１年超 

２年以内 

（千円） 

２年超 

３年以内 

（千円） 

３年超 

４年以内 

（千円） 

４年超 

５年以内 

（千円） 

５年超 

（千円） 

社 債 － － － 100,000 － － 

長 期 借 入 金 258,328 78,328 53,328 53,328 53,328 133,360 

リ ー ス 債 務 70,383 59,937 50,334 34,753 20,031 6,360 

合 計 328,711 138,265 103,662 188,081 73,359 139,720 

６．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 391 円 81 銭 

(2) １株当たり当期純利益 44 円 34 銭 

７．重要な後発事象に関する注記 

 該当する重要な事象はありません。 



（単位：千円）

2018年４月１日 期首残高

事業年度中の変動額

剰余金の配当

当期純利益

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計

2019年３月31日 期末残高

2018年４月１日 期首残高

事業年度中の変動額

剰余金の配当

当期純利益

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計

2019年３月31日 期末残高

株主資本
合    計

その他利益剰余金

△ 305,7631,993,000

156,842

△ 24,323

資本剰余金

繰越利益
剰 余 金

株主資本

222,000

資 本 金

利益準備金

別途積立金

自己株式

3,084,944

△ 24,323

985,807 3,034,307

利益剰余金
合 計

55,500

△ 24,323

222,000

資本準備金

134,400

156,842156,842

1,153,219

3,217,464

利益剰余金

1,993,000 1,118,327 △ 305,763

132,519

純資産合計
評価・換算差額等
合            計

評価・換算差額等

3,166,827134,400 55,500

132,519

△ 7,291

△ 6,360 △ 1,932,656 △ 1,939,016 1,278,447

△ 7,291 125,227△ 7,291

△ 7,291 △ 7,291

株主資本等変動計算書
2018年 ４ 月 １ 日 から
2019年 ３ 月 31 日 まで

△ 24,323

156,842

132,519

931

その他有価証券
評 価 差 額 金

土地再評価差額金

△ 1,932,656 △ 1,931,725
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個 別 注 記 表 

１.重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

 子会社株式 ････････････････････････ 移動平均法による原価法 

 その他有価証券 

時価のあるもの ････････････････ 決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

時価のないもの ････････････････ 移動平均法による原価法 

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

 商品・製品・原材料・仕掛品 ････････ 総平均法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定） 

 貯蔵品 ････････････････････････････ 最終仕入原価法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定） 

(3) 固定資産の減価償却の方法

 有形固定資産及び賃貸用不動産 ･･････ 定率法 

（ただし、2016 年４月１日以後に取得した建物附属設

備及び構築物については定額法） 

（リース資産を除く） 主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建    物  ８～50 年 

機械及び装置 ０～10 年 

 無形固定資産 

（リース資産を除く）

ソフトウェア ･･････････････････ 社内利用ソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法 

その他の無形固定資産 ･･････････ 定額法 

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産 ･･･････････ リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額

法 

 長期前払費用 ･･････････････････････ 定額法 

（4） 引当金の計上基準

 貸倒引当金 ････････････････････････ 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。 

 賞与引当金 ････････････････････････ 従業員の賞与の支払に備えるため、当事業年度に帰属

する支給見込額を計上しております。 

 退職給付引当金 ････････････････････ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付

に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方

法を用いた簡便法を適用しております。 

 役員退職慰労引当金 ････････････････ 役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上しております。 

(5) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税

は、当事業年度の費用として処理しております。 
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(6) 表示方法

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

２.表示方法の変更に関する注記

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用） 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第 28 号 平成 30 年２月 16 日）を当事業

年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。 

３．貸借対照表に関する注記 

(1) 担保に供している資産

建物 

機械及び装置 

土地 

賃貸用不動産 

合計 

483,617 千円 

0 千円 

1,138,554 千円 

169,908 千円 

1,792,080 千円 

上記担保に係る債務 

短期借入金 

１年内返済予定の長期借入金 

長期借入金 

合計 

1,100,000 千円 

213,328 千円 

266,672 千円 

1,580,000 千円 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額

賃貸用不動産の減価償却累計額

5,489,389 千円 

36,564 千円 

(3) 関係会社に対する金銭債権及び債務

 短 期 金 銭 債 権 

短 期 金 銭 債 務 

12,045 千円 

41,659 千円 

(4)

 

 

土地の再評価

 土地の再評価に関する法律(平成 10 年３月 31 日公布法律第 34 号)に基づき、事業用の土地の再

評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。 

再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令(平成 10 年３月 31 日公布政令第 119 号)第２条第４号に定め

る当該事業用土地について地価税法第 16 条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土

地の価額を算定するために、国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価格に合理的な調

整を行って計算する方法によっております。 

再評価を行った年月日…平成 14 年３月 31 日 

再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 

 …△463,804 千円 

４．損益計算書に関する注記 

 関係会社との取引高 

 営 業 取 引 

営 業 外 取 引 

226,821 千円 

7,585 千円 

５．株主資本等変動計算書に関する注記 

 当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

普 通 株 式 155,240 株 
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６．税効果会計に関する注記 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

賞与引当金 

固定資産減価償却費 

役員退職慰労引当金 

退職給付引当金 

その他 

繰延税金資産小計 

評価性引当額 

繰延税金資産合計 

繰延税金負債  

資産除去債務会計基準の 

適用に伴う影響額 

繰延税金負債合計 

繰延税金資産の純額 

再評価に係る繰延税金資産 

 土地再評価差額金 

評価性引当額 

再評価に係る繰延税金資産計 

17,235 千円 

33,330 千円 

24,656 千円 

7,864 千円 

21,762 千円 

104,849 千円 

△30,103 千円

74,746 千円 

△63 千円

△63 千円

74,682 千円 

591,473 千円 

△591,473 千円

－ 千円 

７.関連当事者との取引に関する注記

種類 会社等の名称 所在地 
資本金 

(千円) 
事業の内容 

議決権等の 

所 有 割 合

(％) 

子会社 コモサポート株式会社
愛知県 

小牧市 
10,000 

パン・菓子の保管及び仕分業

務請負、配送手配代行等 
100.0 

関係内容 
取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科 目 

期末残高 

(千円) 役員の兼任等 事業上の関係 

役員４名 
パン・菓子の保管、仕

分、詰合せ業務契約 

業 務委託 料 226,821 未 払 金 41,659 

事務手数料等 6,145 未収入金 1,082 

事務所賃貸料 1,440 未収入金 259 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注)1. 業務委託料は、他の業者の価格を参考にし、業務内容を勘案して決定しております。 

2. 事務所賃貸料は、近隣の取引価格を参考に決定しております。

3. 事務手数料は、人件費等を基礎として決定しております。

4. 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

８．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 367 円 92 銭 

(2) １株当たり当期純利益 45 円 14 銭 

９．重要な後発事象に関する注記 

 該当する重要な事象はありません。 
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